
民生委員・児童委員広報啓発用動画作成業務 仕様書 

 

１ 業務の名称 

  民生委員・児童委員広報啓発用動画作成業務 

 

２ 業務の目的 

民生委員・児童委員については、定員に対する充足率が年々低下し、高齢化

も進むなど、担い手確保が難しくなってきている。 

  新たな担い手の確保が難しい理由として「地域住民の民生委員に対する認

識率の低さ」があり、県民の理解向上が大きな課題である。 

  動画を通じて民生委員・児童委員の役割や活動内容等について分かりやす

く発信し、制度および活動に対する県民の理解と関心を高めることで、民生委

員・児童委員活動への参加促進及び新たな担い手の確保につなげる。 

  なお、作成した動画は、県、市町村および民生委員・児童委員等が、小中学

校における福祉教育や委員活動の周知・啓発を目的とした説明会その他各種

イベント等において活用するほか、県および市町村において、公式ホームペー

ジへの掲載や動画サイトへの投稿等を行う。 

 

３ 業務の内容 

（１）動画の企画・撮影・編集 

小学生（中・高学年)から社会人、高齢者まで、幅広い世代を対象に、民

生委員・児童委員の制度や活動内容について分かりやすく紹介する動画

企画案を作成する。 

 

（作成本数・時間） 

  動画再生時間が 8 分程度の本編動画 1 本、60 秒程度のダイジェスト版動

画 1 本及び 15 秒程度のショートムービー1 本の計 3 本を作成する。詳細に

ついては、受託者が作成した企画案をもとに、県と協議の上、決定するもの

とする。 

 

（編集・デザイン） 

民生委員・児童委員の候補者となる世代に加え、大学生や 20 代をはじめ

とする若年層についても、民生委員・児童委員の存在や活動内容に関心や親

しみを持ってもらえる編集・デザインとする。 

 

（成果品） 

DVD 等の記録媒体に収録の上、納品すること。 

 

 



（備考） 

 ・受託者は、企画内容に応じて、民生委員・児童委員、関係者等へのインタビ

ュー取材や現地撮影等を実施し、動画を制作すること。なお、イラスト、ア

ニメーションその他の効果的な表現手法を用いることも可とする。 

・民生委員・児童委員の制度や活動内容等が視聴者に分かりやすく伝わるよ

う、テロップ、ナレーション、BGM、図表等を効果的に活用すること。 

・BGM、動画、写真、イラストその他の素材を使用する場合は、著作権、著作

隣接権その他の権利を侵害しないよう十分留意すること。また、権利者の許

諾が必要な場合は、受託者の負担により必要な手続を行うこと。 

・人物の撮影に当たっては、事前に書面等により同意を得るなど、肖像権及び

プライバシー権の保護に十分配慮すること。 

・受託者は、制作した動画に関して第三者との間で著作権、肖像権その他の権

利に関する紛争が生じないよう必要な措置を講じること。万一紛争が生じ

た場合は、受託者の責任及び負担において対応すること。 

・受託者は、編集の企画段階において企画案を県に提示し、県と協議の上、業

務を進めること。 

 

４ 委託期間   契約日から令和９年３月１９日（金）まで 

 

５ 契約上限額  2,744,000 円 

 

６ 納入期限   令和９年３月１日（月）１７時まで 

 

７ 納入場所 

完成動画については、DVD 等の記録媒体に収録の上（50 部）、下記納入場所

へ納品すること。なお、ファイル形式等詳細については、県と協議のうえ決定

すること。 

愛知県福祉局福祉部地域福祉課（愛知県名古屋市中区三の丸１番２号） 

 

８ 著作権等の帰属 

（１）本契約に基づき作成された成果物の所有権は、成果物の引渡し完了をもっ

て愛知県（以下「県」という。）に移転するものとする。 

（２）本業務により制作された動画、映像素材、編集データ、ナレーション原稿、

シナリオ、デザインデータその他一切の成果物（以下「成果物」という。）

に関して新たに発生した著作物の著作権（著作権法（昭和 45 年法律第 48

号）第 27 条及び第 28 条に規定する権利を含む。）並びに、県又は受託者が



従前から著作権を有する著作物を翻案、編集その他の方法により利用して

作成した二次的著作物の著作権は、成果物の引渡し完了をもって県に譲渡

されるものとする。 

（３）受託者は、県及び県が指定する者に対し、前項の著作物に係る著作者人格

権を行使しないものとする。 

９ その他 

①本業務の内容は、本仕様書及び受託者が提出し、県が承認した企画提案書に基

づき実施するものとする。 

②受託者は、本業務の実施に当たり、事前に県と十分な協議を行うとともに、業

務の進捗状況について適宜報告するものとする。 

③受託者は、成果物について、完成前に県の確認を受けるものとし、必要に応じ

て修正を行うこと。なお、確認及び校正の回数については、県と協議の上、適

切に実施するものとする。 

④その他、本仕様書に定めのない事項については、県担当者との協議の上、決定

するものとする。 

 


